第９回コミュニティ審議会 会議録
１　開催日時　平成２１年９月１５日(火)

午後２時から５時００分
２　場　　所　市役所第１庁舎３階　庁議室
　３　出 席 者　相川征治会長、狼正久委員、川嶋英幸委員、佐藤隆雄委員、河村栄夫委員、島田鍈次郎委員、高橋義武委員、龍田進委員、富田キヨ子委員、稲見義弘委員、長岡みつ江委員、鈴木智子委員　　　（１２名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　欠 席 者　阿部洋己委員、梅谷秀治委員、酒井邦夫委員、渡辺雅美

委員　　　・・・・・・　　（４名）
　　事務局　コミュニティ課 倉田課長、高橋補佐、樋口係長
４　議　　題
　○報告及び協議事項について
　（１）報告事項
・行政から
・各部会から
（２）答申内容の具現化について
　　・市民参加条例策定検討会議委員の推薦について
・答申内容の具現化の建議について
５　会議内容
（相川会長）
　　・まずは、本日の審議会が成立していることを報告する。

· それでは、行政から報告をお願いします。
（事務局）

　　それでは私から、市民参加条例策定検討会議の委員の推薦についての経緯につきましてご説明します。

　　今年の４月１日施行されました流山市の自治基本条例の中の１６条に、「市民参加条例」という条項あり、その中に「市民等の市政への参加に関する手続その他必要な事項については、別に条例で定めます」という条項があります。
　　これを定めるに当たって、市民の皆様の意見を聞くということで、１０人以内の検討会議をつくることにしました。
その１０人の内訳は、市民からの公募が５名、自治会の中から１名、ＮＰＯの中から１名、成人式実行委員会の中から１名、それとコミュニティ審議会から２名の方を選んでいただき、計１０名で考えております。そこで本日、コミュニティ審議会からの２名を推薦していただきたいということであります。
　　この検討会議は、予定としては１１月ごろから立ち上げをし、月
に１回程度、開催は土曜日あるいは日曜日、会議としたら時間的に
は２時間から３時間の範囲ぐらいで。来年の７月ごろまでに、市長
へ市民参加条例に対する提言書という形でまとめていただきたい。
この会議の中にアドバイザー的な方として、大学の先生を１名予
定しております。

　　平成２３年４月には、市民参加条例を施行したい。

　　続きまして、お手元にございます流山市総合計画・後期基本計画説明書（素案）があるかと思いますが、それを開いていただき、右側の下のほうに「目標指標」というのがあるかと思います。
ここの真ん中にあります「概ね小学校区単位で形成されている自治会連合会数」という指標名がありますが、これにつきまして審議会から、今回この後期基本計画ある個別施策の中で、「まちづくり協議会」が正式に明記されていることから、この指標との整合性について指摘がありました。

これにつきましては、ご存知のように今現在パブリックコメントを行なっており、パブリックコメントの中で意見を出していただければ検討いたします。
（相川会長）

　　その場合は、個人ということで例えば私の名前でもよいのですか。

（事務局）

　　はい、それは構いません。

（事務局）

　　引き続き報告をいたします。先日から「新しいコミュニティづくり研修会」ということで、江戸川大学サテライトセンターでやる公開講座について募集をかけていました。今日現在、３０名の募集定員のところ１９名の申し込みがあります。

　　１０月３日に行政連絡員を対象に研修会を行います。
場所はクリーンセンター研修室、時間は１０時から。内容は、市長からの市政報告及び懇談会、市長との懇談会がメインになります。
審議委員の中でももしご都合がつければ、出席のほうをよろしくお願いいたします。これは強制ではございません。

　　１０月２０日のコミュニティ審議会のときに、市長宛に建議をいただけるというお話があります。市長の日程を確認しましたら、１時から１時半であれば大丈夫だということなので、次回の審議会は、大変申しわけないのですけれども、できれば１時に召集をしていただくことでお願いをしたい。

（相川会長）

　　それでは議題に入ります。
「市民参加条例策定検討会議委員の推薦について」、コミュニティ審議会に２名推薦の要請がありました。

　　一般的に女性の参画が強く求められているということから、できれば女性の要請もありました。

　　そこで、女性３人の委員の方で希望していただけるとありがたい。

　　はい、わかりました。それでは、男性で希望される方はおりますか。希望が無いようなので、私から推薦したと思います。

　狼委員と梅谷委員にお願いしたい。
本日、梅谷委員は欠席なので、梅谷委員は出席されたらそれで再確認するということで、皆さんよろしいですね。
では狼委員、梅谷委員よろしくお願いします。

（狼委員）

　　では、お受けいたします。

（相川会長）

　　それでは次に、行政連絡員部会長さんの報告をお願いします。
（龍田委員）

　　９月１日、第６回の行政連絡員部会を行いました。今までのおさらいとして、平成１５年、流山市コミュニティ審議会から「行政連絡員制度の見直し」が出まして、これに基づいて１７年度から行政連絡員の役割が変わり、現在に至っている。

　　変わった大きな点は、行政連絡員の業務の中の行政からの配布文書を、各自治会が行なうことになり自治会交付金制度を新たに設けた。
名前を変えて再出発したらどうか。行政とのパイプ役を指導役にして、アドバイザーとしたらどうか。そういったような意見もあり、今後、アドバイザーとしてやっていただいたらいかがなものか。
市から出る金額２万４３００円を据え置きにしながら、行政連絡員というものをアドバイザーという形に変えて、役割を明確にしながら、きちっとしていこうということで部会で協議を行ってきました。

（相川会長）

　　行政連絡員部会としては、一応この前の建議案の中の全市推進委員会の中で、アドバイザー制度の創設ということで原案に書いてあります。その後、起草部会でもっと慎重に議論しようということで、まだ結論は出ておりません。
前回の勉強会で提起して、その後に行政連絡員部会、起草部会で検討して今日に至っております。
　　そこで、狼委員から素案の説明をいただいて検討いただきたい。

（狼委員）

　　新たなコミュニティ形成を図る具体的な推進策について（建議）
について添付資料より説明。
（相川会長）

　　スタイルは、三部構成で前回の答申と同じようなスタイルに整えたい。内容については、従来議論していたことを集約している。

　　大きな意見としては、アドバイザーの点ですが、これは今日必ずしも結論が出なくてもよいと思っています。

（稲見委員）

　　行政連絡員の建議については、１月に出すということですね。

　　行政連絡員の名称をアドバイザーにした場合、はっきり全市コミュニティ推進委員会との役割を明確にしないと、何のために名前を変えたのかわからなくなってしまう。

（相川会長）

　　この建議で全市コミュニティ推進委員会の体系の中に入っているということは、全市コミュニティ推進委員会の傘下に入るということである。

　　

（狼委員）

　　行政連絡員の問題ですが、この建議の段階までに行政連絡員を地域コミュニティアドバイザーにできないのではないか。
１月の建議のときに、例えば身分の問題で特別公務員を外すのか外さないのか。そこら辺の議論がないままに全市コミュニティ推進委員会に入れるということになってしまうと、基本的に全市コミュニティ推進委員会は、１０名のほかはボランティアでやろうという精神でいる。

そこで、お金をもらう人が入ってくるとどうなのか、まだ検討すべき事項がある。
とりあえず４２０万という数字は入れておいて、それがイコール行政連絡員がなるということまでは決めないほうがよいのではないか。

（河村委員）

　　あくまでも基本的に廃止の方向で検討するということではなかったか。

（相川会長）

　　そうです。行政連絡員部会では、龍田委員が報告されたように部会で議論して、切り替えようという一応結論は出した。
　それを受けて、起草部会で議論したということである。

（河村委員）

　　やはり、お金を出すのは行政であり行政連絡員もそれで成り立っている。
名前も変わるし仕事の役割も変わる、ただし行政が直接お金を出し、行政の下にあるという位置づけは、一つの考え方だと思う。

　　もう一つは、今度新しくつくるであろう全市コミュニティ推進委員会がコントロールする。これも考え方だと思うが、そのときに今のお金の出し方で、本当にお金が出せるのか。議会で了解がとれるのかという問題もある。その辺の位置づけや新しい役割をもっとしっかり議論する必要があるのではないか。

（相川会長）

　　行政連絡員部会で廃止をしましょうということになり、だけれども起草部会で引き続き検討事項することになった。
（狼委員）

　　そもそも、今の行政連絡員が何をやっているかというのが問題だ。今、本当に行政の橋渡しをやっているのか。どうも聞いてみると、
何も報告をしない。災害の連絡をすることになっているが、それも
実際は自治会長の立場でやっている。
そうすると、本当に何をやっていて、活動が生きているかわから

ない。
　だから、例えば私などは本当のことを言うと、行政連絡員の人に
アンケートをとってお聞きしたいところである。

行政からも、本当に役に立っていて、橋渡し役になっているかを聞きたい。色々な情報を集めて、きちんと評価、総括してどうなのかを決めないといけない。

　　私は基本的に、答申の趣旨から将来的には行政と地域まちづくり協議会が一対一の関係になると思っている。

そうすると、橋渡し役とか窓口は、地域まちづくり協議会でよいのではないか。だから、行政連絡員は将来的に地域まちづくり協議会がしっかりでき上がったら廃止という考えはある。
（河村委員）

　　私は唯一現役の行政連絡員で、間違いなく４つか５つ役割がありきちっと連絡が来て、それについてやっている。

　　例えば、タウンミーティングがあるから出てくださいとか、今度の行政連絡員の研修会はもちろんですね。ある意味で動員というか、人が集まらないと成り立たないときに、行政から依頼がくることは一つの橋渡し的な役割をしている。

　　それから、災害が起きた場合は責任を持って行政に被害状況等を連絡することは、行政連絡員の義務である。

　　この前、研修に参加して、こういう状況であった、またこのような発言をして反応はこうでしたというような話を自治化委員にフィードバックすることもやっている。
それは行政連絡員という立場でやっているというよりも、どちらかというと自治会長としての役割、言い方を変えれば、会長の方が行政連絡員の仕事そのものがやりやすいということはあると思う。そういう意味で、行政連絡員が何もやっていないということではないと思う。

　　自治会長は本当に持ち出しが多いが、すべてボランティアでやっている。自治会によっては、手当てを支給しているころがあるが、私の自治会は全くない。
お金が支給されていることで､行政連絡員へ案内がくれば最優先で参加しようと考えることも事実である。

　　以上から考えると、アドバイザー制度に、前向きな形で新しい役割を担わせ、行政と全市コミュニティ推進委員会との位置づけをはっきりさせた上で切り替えていき、当初は、ある意味全員に近い形でスタートさせ、登録制にして積極的な人だけを残して人数を減らすようにしていけば、財政的にも負担が軽減されていくのではないか。
　（佐藤委員）

　　埼玉の久喜市でこの問題を扱ったことがあり、埼玉の久喜市も廃止しようということで議論した。行政と住民のパイプ役というように位置づけられ、隣組に回覧板を配るところから始まり、市の広報や住民からの要望を行政に伝えるという位置づけで始まっている。

　　一つは既得権になってしまい、もう何十年と変わらない。
ある市では、市への要望事項はその方を通じなければ受け付けない、というような行政もあった。
それで、行政のスリム化で、今は広報も新聞折込になり市民の意見を聞く機会も増え、「役割がもう終わっているのではないか」という議論が今世の中では非常に多く、廃止の方向にきている。

　　今日の資料６の書き方は非常にうまく、行政連絡員制度については触れずに、アドバイザー制度を入れていることは、ある意味読む人が読むと理解できるようになっている。
うまく受け皿をこっちに持っていこうというような、一つの示唆をしている書き方で、これはこれでよいのではないかなと思う。

　　議論としては、「俺は一生懸命戦後からずうっと行政連絡員をやって、行政に寄与してきたにもかかわらず、なぜ今さら」ということも出てくるので、そこはしっかり議論し、いずれこっちに持っていくなら持っていくということで、そういう収め方が一番いいのではないかと私は思う。

　　

（狼委員）

　　最終的に行政が、どれだけ腹をくくっていただけるかにかかっている。

（河村委員）

　　近隣は、どんな状況かわかりますか。
（狼委員）

　　それは、行政連絡員部会で資料が出ている。ほとんどこの近隣市では、制度がなくなっている。

（相川会長）

　　今のお話では、一応予算にはこういう形で載せておくということで、１０月の答申にやめることは載せない形にしたい。

（狼委員）

　　全市コミュニティ推進委員会の考え方が合うかどうか議論しないといけない。

（稲見委員）

　　本当に全市コミュニティ推進委員会の下部組織として位置づけるかどうかを話し合っていない。

（相川会長）

　　１０月以降は、審議会や勉強会も含めて行政連絡員制度の取り扱いを議論し答えを出さなければならない。

（河村委員）

　　我々は、勝手に行政連絡員の話をしているがお金を出している行政は、その辺の現状をどう考えているのか。
勝手に我々が言うことを黙って聞いて、それで建議を出すことで構わないのか。

　　何か我々とは違う観点で意見を聞きたいということは当然あるのではないか。

（事務局）

　　制度をつくると、やめるというのは結構時間がかかる。
その方法の一つとし、審議会から「こういう答申があり、行政としても検討をした結果やめます」ということであるが、やめるに当たっては行政連絡員に対して説明をやらなくてはいけない。
やはり時間をかけてやらないと、「なぜここでやめるのだ」という話になり、やはり行政として説明できるだけの材料が当然必要になる。

　　すぐに廃止することにはできない。やはり時間がかかるというのが感想である。

（佐藤委員）

　　歴史的に言うと、選挙とも絡んだりしているものもある。集票マシーンになっていたりということで、そうたやすい話ではない。
議員なども下手すると絡んでいる場合もある。この答申では、結論的なことはあまり言わないほうがよいのではないか。

　　これは非常にアンタッチャブルな問題であり。もうちょっと時間をかけて、行政連絡員が「俺たちもそろそろ役割を終えてきているよね」という認識に半分以上が立つような討議をするべきである。

（狼委員）

　　さっきから言っているように、現状をもう一回しっかり見つめ直して、材料を集めて、一方的な見方ではなくていろんな人の見方を集めて議論しないといけない。

（相川会長）

　　いろいろ御意見があったので、一応引き続き行政連絡員については取り扱い、廃止等を含めて慎重に今後審議会で検討していきたい。
（佐藤委員）

　　実は私はこの間、茨城県の日立市に福祉の調査で行ってきた。
日立市は、２４が全部この小学校区単位でコミュニティ推進協議会をつくっている。

　　コミュニティ推進協議会の中に、福祉部会があり地区社協の人がやっている地区と、そうではない地区がある。
地区社協と福祉部会の関係性が非常によく、今、介護保険事業でも要介護度の高い人たちは、市が地域包括支援センターで介護保険事業をいろいろ対応しているが、そこから漏れた人たち、例えば一人暮らしの高齢者の見守りを各コミュニティ推進協議会が行っている。その中心的役割を果たしているのが、コミュニティ推進協議会の福祉部会に所属している地区社協である。
一人暮らしの、あるいは寝たきりで介護保険事業から漏れた人の家を、必ず6人くらいでまわっている。

　　非常にすごいセーフティネットであると驚いたのは、もちろんボランティア、住民の人、地域の自治会とかそういう方々、民生委員が当然入っており、それプラス、関東電気保安協会という会社のメンバーや大工さん、ガス会社など６人ぐらいでチームをつくり、単に「元気ですか」とか行くだけではなく、行ったついでにガスは大丈夫か、電気の漏電の心配はないかまで全部チェックしてくる。

　　その活動記録を見ると、例えばガスのホースがネズミにかじられて漏れそうになっているのを発見したとか、やたらコンセントをいっぱい挿しているとか、ことこまかにチェックして帰ってくるので、事故まで防げるという。
これが２４の小学校区にあり、その下に自治会とか町会とか入って、非常に流山で議論していることに近い。
　　地域まちづくり協議会をつくる意味は、もちろん自治の概念もありますが、防犯、防災、環境、福祉も入って、これからの日本の社会を、地域のセーフティネットがどういうふうに支えていくか、非常に大きな課題であり、今の日立市のようなやり方が見直されつつある。

　　

（狼委員）

　　日立市は、平成１７年か１８年に塙山地区の方を呼んで講演会をやっている。

（相川会長）

　　東電などは、非常にいろいろな形で社会貢献をしている。
（佐藤委員）

　　日立が面白いのは、大工さんの組合がチームに入り、例えば地震対策で家具が倒れないようなことをやっている。特に一人暮らしの高齢者のみの世帯は、なかなかそこまではいかない。民生委員も数が多いので目が行き届かない。だから今のようなシステムをつくると、週に1回ぐらいは必ず、誰かが行って見守りをする。しかも嫌がられないというので、電気の点検に来ましたとか、水道漏れがないかとか、それを機会にいろいろ話もして帰ってくる。

（河村委員）

　　自治基本条例について、今回この建議の中で触れている。
我々にとって非常に誇らしい内容の自治基本条例を、建議の中で
触れて、その理念を我々はコミュニティづくりにおいて実践していきたい。

そのためにこういう提案するというような内容にすれば、建議も一つ格が高くなる。
　　地域まちづくり協議会の中で、部会を１５回開き、その結晶が固まった形の内容で非常にありがたい。
その中で、一つはモデルコミュニティをつくること、後期基本計画を活用すること、コミュニティ条例、市民参加条例を活用することについて、地域まちづくり協議会部会として提案をし、それがすべてこの中に入っている点で部会として満足している。

　　地域まちづくり協議会を立ち上げるために、モデル地区３カ所に５０万という具体的な数字が出ている。
その後、具体的に地域まちづくり協議会が立ち上がったら、１５小学校区に大体１地区５０万円を市から財源としてやる、という書き方がしてある。
しかし、モデルから具体的に各協議会が立ち上がる間のつなぎをどうしていくかは、まだ議論していない。

　　この辺をもう少し起草部会等で議論したい。

（狼委員）

　　７ページの「全市推進会議」のところに、「流山市自治基本条例の市民自治の精神に適うものと考えられる。」と入れてある。
２ページの④にも「流山市自治基本条例の精神を地域コミュニティにおいて具現化するものになると考えられる。」と入れている。
　　起草部会で一応議論するが、各部会を開いていただき、「この内容でどうなのか、この表現はおかしい」とか議論していただき、起草部会に出られない委員の意見も聞き最終的にまとめたい。

（佐藤委員）

　　自治基本条例のことも入れたほうが、最大限のよりどころになる。

（河村委員）

　　後期基本計画に、答申内容がそのまま反映されており「まちづくり協議会、全市コミュニティ委員会をつくる」という内容が入っており、ありがたいことである。
（相川会長）

　　いろいろな意見等でましたが、本日の意見を起草部会で調整し、１０月２０日に建議書として市長に提出したいと考えております。
　　長時間ありがとうございました。
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